
 静岡県環境影響評価条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成24年３月23日 

静 岡 県 知 事  川 勝 平 太   

静岡県条例第22号 

   静岡県環境影響評価条例の一部を改正する条例 

静岡県環境影響評価条例（平成11年静岡県条例第36号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （方法書の送付） 

第10条 事業者は、方法書を作成したときは、

知事及び規則で定めるところにより対象事業

に係る環境影響を受ける範囲であると認めら

れる地域を管轄する市町村の長（第13条から

第15条までの規定において「市町村長」とい

う。）に対し、方法書を送付しなければならな

い。 

 

 （方法書についての公告及び縦覧） 

第11条 事業者は、方法書を作成したときは、

環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評

価の手法について環境の保全の見地からの意

見を求めるため、規則で定めるところによ

り、方法書を作成した旨その他規則で定める

事項を公告し、前条に規定する地域内におい

て、方法書を公告の日の翌日から起算して１

月間縦覧に供しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （方法書等の送付） 

第10条 事業者は、方法書を作成したときは、 

知事及び規則で定めるところにより対象事業

に係る環境影響を受ける範囲であると認めら

れる地域を管轄する市町村の長（第11条の 

２及び第13条から第15条までの規定において 

「市町村長」という。）に対し、方法書及びこ

れを要約した書類（次条において「要約書」

という。）を送付しなければならない。 

 （方法書についての公告等） 

第11条 事業者は、方法書を作成したときは、

環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評

価の手法について環境の保全の見地からの意

見を求めるため、規則で定めるところによ

り、方法書を作成した旨その他規則で定める

事項を公告し、公告の日の翌日から起算して

１月間、方法書及び要約書を前条に規定する

地域内において縦覧に供するとともに、規則

で定めるところにより、インターネットの利

用その他の方法により公表しなければならな

い。 

 （方法書説明会の開催等） 

第11条の２ 事業者は、規則で定めるところに

より、前条に規定する縦覧期間内に、第10条

に規定する地域内において、方法書の記載事

項を周知させるための説明会（以下この条に

おいて「方法書説明会」という。）を開催しな

ければならない。この場合において、当該地

域内に方法書説明会を開催する適当な場所が



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （方法書についての意見書の提出） 

第12条 方法書について環境の保全の見地から

の意見を有する者は、前条の公告の日から、

同条に規定する縦覧期間の満了の日の翌日か

ら起算して２週間を経過する日までの間に、

事業者に対し、意見書の提出により、意見を

述べることができる。 

２ （略） 

 （準備書についての公告及び縦覧） 

第19条 事業者は、前条の規定による送付を行

った後、準備書に係る環境影響評価の結果に

ついて環境の保全の見地からの意見を求める

ため、規則で定めるところにより、準備書を

作成した旨その他規則で定める事項を公告

し、関係地域内において、準備書及び要約書

を公告の日の翌日から起算して１月間縦覧に

供しなければならない。 

 

 

ないときは、当該地域以外の地域において開

催することができる。 

２ 事業者は、方法書説明会を開催するとき

は、その開催を予定する日時及び場所を定

め、規則で定めるところにより、これらを方

法書説明会の開催を予定する日の１週間前ま

でに公告しなければならない。 

３ 事業者は、方法書説明会の開催を予定する

日時及び場所を定めようとするときは、知事

及び市町村長の意見を求めることができる。 

４ 事業者は、その責めに帰することができな

い理由であって規則で定めるものにより、第

２項の規定による公告をした方法書説明会を

開催することができない場合には、当該方法

書説明会を開催することを要しない。 

５ 前各項に定めるもののほか、方法書説明会

の開催に関し必要な事項は、規則で定める。 

 （方法書についての意見書の提出） 

第12条 方法書について環境の保全の見地から

の意見を有する者は、第11条の公告の日か

ら、同条に規定する縦覧期間の満了の日の翌

日から起算して２週間を経過する日までの間

に、事業者に対し、意見書の提出により、意

見を述べることができる。 

２ （略） 

 （準備書についての公告等） 

第19条 事業者は、前条の規定による送付を行

った後、準備書に係る環境影響評価の結果に

ついて環境の保全の見地からの意見を求める

ため、規則で定めるところにより、準備書を

作成した旨その他規則で定める事項を公告

し、公告の日の翌日から起算して１月間、準

備書及び要約書を関係地域内において縦覧に

供するとともに、規則で定めるところによ 

り、インターネットの利用その他の方法によ

り公表しなければならない。 



 （説明会の開催等） 

第20条 事業者は、規則で定めるところによ

り、前条に規定する縦覧期間内に、関係地域

内において、準備書の記載事項を周知させる

ための説明会（以下「説明会」という。)を開

催しなければならない。この場合において、

関係地域内に説明会を開催する適当な場所が

ないときは、関係地域以外の地域において開

催することができる。 

 

２ 事業者は、説明会を開催するときは、その

開催を予定する日時及び場所を定め、規則で

定めるところにより、これらを説明会の開催

を予定する日の１週間前までに公告しなけれ

ばならない。 

 

 

 

 

 

３ 事業者は、説明会の開催を予定する日時及

び場所を定めようとするときは、知事及び関

係市町村長の意見を求めることができる。 

４ 事業者は、その責めに帰することができな

い理由であって規則で定めるものにより、第

２項の規定により公告した説明会を開催する

ことができない場合には、当該説明会を開催

することを要しない。この場合において、事

業者は、規則で定めるところにより、前条に

規定する縦覧期間内に、要約書の提供その他

の方法により、準備書の記載事項を周知させ

るように努めなければならない。 

５ 前各項に定めるもののほか、説明会の開催

に関し必要な事項は、規則で定める。 

 （評価書の公告及び縦覧） 

第26条 事業者は、前条第５項の規定による送

 （準備書説明会の開催等） 

第20条 事業者は、規則で定めるところによ

り、前条に規定する縦覧期間内に、関係地域

内において、準備書の記載事項を周知させる

ための説明会（以下この条において「準備書

説明会」という。)を開催しなければならな 

い。この場合において、関係地域内に準備書

説明会を開催する適当な場所がないときは、

関係地域以外の地域において開催することが

できる。 

２ 第11条の２第２項から第５項までの規定

は、前項の規定により事業者が準備書説明会

を開催する場合について準用する。この場合

において、同条第３項中「市町村長」とある

のは「関係市町村長」と、同条第４項中「第

２項」とあるのは「第20条第２項において準

用する第２項」と、同条第５項中「前各項」

とあるのは「第20条第１項及び第２項におい

て準用する前３項」と読み替えるものとす 

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （評価書の公告等） 

第26条 事業者は、前条第５項の規定による送



付を行った後、規則で定めるところにより、

評価書を作成した旨その他規則で定める事項

を公告し、関係地域内において、評価書及び

要約書を公告の日の翌日から起算して１月間

縦覧に供しなければならない。 

 

 

 （静岡県環境影響評価審査会への諮問） 

第39条 知事は、法第４条第２項、第10条第１

項又は第20条第１項の規定による意見を述べ

ようとするときは、静岡県環境影響評価審査

会の意見を聴くことができる。 

 

 （法の対象事業に係る公聴会の開催等） 

第41条 知事は、法第20条第１項の意見を述べ

るために必要があると認めるときは、規則で

定めるところにより、公聴会を開催し、法第

14条の準備書又は法第19条に規定する書類に

ついて環境の保全の見地からの意見を有する

者の意見を聴くことができる。 

２ （略） 

 （法の対象事業に係る知事意見の公表） 

第42条 知事は、法第10条第１項の規定により

意見を述べたときは、同項の書面の写しを法

第６条第１項に規定する市町村長に送付する

とともに、これを公表するものとする。 

 

２ 知事は、法第20条第１項の規定により意見

を述べたときは、同項の書面の写しを法対象

事業関係市町村長に送付するとともに、これ

を公表するものとする。 

付を行った後、規則で定めるところにより、

評価書を作成した旨その他規則で定める事項

を公告し、公告の日の翌日から起算して１月

間、評価書及び要約書を関係地域内において

縦覧に供するとともに、規則で定めるところ

により、インターネットの利用その他の方法

により公表しなければならない。 

 （静岡県環境影響評価審査会への諮問） 

第39条 知事は、法第４条第２項、第10条第１

項若しくは第５項又は第20条第１項若しくは

第５項の規定による意見を述べようとすると

きは、静岡県環境影響評価審査会の意見を聴

くことができる。 

 （法の対象事業に係る公聴会の開催等） 

第41条 知事は、法第20条第１項又は第５項の

意見を述べるために必要があると認めるとき

は、規則で定めるところにより、公聴会を開

催し、法第14条の準備書又は法第19条に規定

する書類について環境の保全の見地からの意

見を有する者の意見を聴くことができる。 

２ （略） 

 （法の対象事業に係る知事意見の公表） 

第42条 知事は、法第10条第１項又は第５項の

規定により意見を述べたときは、同項の書面

の写しを法第６条第１項に規定する市町村長

に送付するとともに、これを公表するものと

する。 

２ 知事は、法第20条第１項又は第５項の規定

により意見を述べたときは、同項の書面の写

しを法対象事業関係市町村長に送付するとと

もに、これを公表するものとする。 

 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

 この条例は、平成24年４月１日から施行する。 
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